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経営学に限らず，社会科学全般について考察する場合には，それら理論の
歴史的発展過程をたどってみることは意義あることであろう。
今日，技術革新はもとより，経営革新・組織革新の時代といわれるように
なって久•しい。生産の集積・集中による企業の大規模化・複雑化，いわゆる
生産の社会化が飛躍的に進展し，生産の無政府性にともなって市場競争が激
化し，しかも資本主義的生産関係の対立がいっそう深化している状況下にあ
っては，いかに独占的企業といえども，組織を新しい経営環境や事業内容に
適応するように革新することなくしては， その経営を維持•発展させえな
い。組織は，企業内外の状況・要請・圧力などに照応して，必然的に変化し
ていかざるを得ないのである。その意味で組織は「火の出るような経験とい
(1) 
う試練の中で作られ」るといえよう。
(1) ・ William R. Spriegel, Principles of Business Organization研 dOperation 
(3rd ed.), 1960, p. 58. 
組織論の発展（井上） (21)21 
小論においてわたくしは， いささか古いが， E・G・コッホ (Edward 
(2) 
G. K。ch)の「組織に対する 3つのアプローチ」に依拠しつつ，それの紹介
といく人かの研究者による組織論とを適宜対比させてみたいと考えている。
ただ，わたくしが組織論に関する研究に手をそめてまだ日も浅く，わたくし
自身の見解を積極的に展開するだけの蓄積がないことをまずお断わりしてお
きたい。とはいえ，わたくしの基本的立場だけは鮮明にしておく必要がある
だろう。
一般的にいえば，組織とは，社会を構成している各要素が結合して有機的
な働きをする統一休である。組織の代表的形態の-'----つである企業は，資本の
運動単位であり，資本の自己培殖を目的としている。その視点から，わた＜
しは経営組織を，利潤の獲得を目的に統一性ある意思の下に形成された，管
理の階層化された協働休系と規定しておこう。
さてコッホは，組織にたいするアプローチを次の 3つに分類し，それぞれ
のアプローチを代表する研究者とその文献を挙げ，そしてその見解を要約し
ている。
①活動アプローチ (ActionApproach)。
③比較アプローチ（ComparativeApproach)。
⑧人間関係アプローチ (HumanRelations Approach)。
順を追ってみていこう。
I 活動アプローチ
コッホは，活動アプローチ・グ）レープを代表する人物ならびにその業績と
(3) 
して，次のものをあげている。
①Ervin H. Schell, The Techniques of Executive Control, 1924. 
(2) Edward G. Koch, Three Approaches to Organization, Harvard Business 
Review, Vol. 39, No. 2 March-April 1961.尚，コッホは後に出てくるJ.D.ムー ニー
(James D. Mooney)とジェネラル・モーターズ(GM)で一緒に働いた経験がある。
(3) Ibid., p. 32~3. 
22(22) 第 25巻第 1 号
③Rusell Robb, Lectures on Organization, 1910. 
⑧James D. Mooney, The Principles of Organization, 1947. 
④C. L. Benett, Defining the Manager's Job. 
⑤George A. Smith, Jr., Managing Geographically Decentralized 
Companies. 
⑥Raymond Villers, Dynamic Management in Industry, 1960. 
コッホは，このグループに属する研究者が「経営者の権限行使」， すなわ
ち「経営者の職務」 (Whata manager do?)に重点をおいていることを共
通項として抽出している。さらに経営者の「いかなる」種類の権限が組織に
おいて下部に委譲されるか，しかも企業内では，いかに「多く」の権限が委
譲される「べきか」という分権化の概念をもその特色としているとみなして
(4) 
いる。要するに， コッホによれば， このグループに分類される人々の特徴
は，職務を遂行するために必要な力，権限関係の概念に基づいているところ
にある。つまり，あらゆる経営管理者は権限の行使に大いなる関心を有して
いるがゆえに，組織および統制の分野を探求することは経営管理者職能の根
元をさぐることにほかならないという観点に立って，組織や統制を「経営管
(5) 
理実践を改良するための方法論」と認識しているとみているわけである。
そのことを立証するために， コッホは E•H ・シェルを引用している。
「もしわれわれが統制をしようとするならば，われわれは統制が容易に，か
つ直接的に機能するアヴェニュー (avenue)を備えなければならない。アヴ
ェニューとは権限の道(path)のことである。アヴェニューは政策を決定する
管理者からその政策を遂行するにあたって責任を負う管理者へ，さらに硯場
(6) 
で実際の作業を遂行する従業員にいたる道なのである」。
企業規模が巨大化し，従業員が増え，業務内容が複雑化するにつれて，ぃ
tわゆる生産の社会化が進展するにつれて，緊密な指揮，効果的な統制およぴ
(4) Ibid. p. 33. 
(5) Ibid., p. 32. 
(6) in Koch, op. cit., p. 32. 
組織論の発展（井上） （23)23 
日常の業務処理のために不可避的に組織の必要性が生じるが，組織によって
その目的や追求する成果，そしてその成果の達成法が異なるし，それぞれの
組織を構成している要素の重要度もちがってくる。とするならば，目的，物
的条件あるいは要素が異なっていれば，組織に適用しうる一般原則は存在し
えないのであろうか。
(7) 
たしかに， R・ロプもいっているように，ひとたび習得すれば，どんなも
．のにも絶対確実に用いることができ，調和がとれ，能率的で経済的な成果が
保証されるような王道や公式，さらには目的に達する確実な道はないかもし
(8) 
れない。しかしそれでも，あらゆる組織に妥当する一般法則性は求められな
ければならない，とロプは強調する。
組織に関する一般原則を考案する際の不可欠な要素として，ロプは次の項
目をあげている。
(9) 
①部門化…・・・指揮命令系統の明確化
(10) 
⑨達成すべき目的の理解
(11) 
⑧情報の収集
(12) 
④分業と専門化
(13) 
⑥集団精神
次にロブは，この一般原則を適用するにあたって長 (head)たる者は絶対
的権限をもち，下部にその権限を委譲する必要性を説いている。権限下部委
譲説＝上位権限説である。
ジョン •G. ハッチンソン (John G. Hutchinson)は， 一般に権限は「社
(7) R・ロプは，ポストンの公共サーピス企業の管理サービスを行うストーン・ア
ンド・ウェプスク一社に36年間奉職した技術者である。最後には首席副社長兼財
務部長になり，公共事業経営におけるリーダーとしても知られるようになったo
(8) H. F. Merrill (ed.), Classics in Manageme叫 1960. ［上野一郎監訳「経
営思想変遷史」産業能率短大出版部， 1968年， 170ペー ジ〕
(9) Ibid.，同上訳， 162ペー ジ。
(10) 同上， 162ペー ジ。
(11) 同上， 171ペー ジ。
(12) 同上， i74ペー ジ。
(13) 同上， 176ペー ジ。
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会構造にみられる法的および他の権力を基礎にして発生し，他人を命令した
(14) 
り，一定の行為を遂行する権力」と規定したのち， それを「公式権限」
(formal authority) と名付けていg:)ハッチンソンによると， この権限の
基礎は「ファラオ（＝古代エジプトの王称）によって確立されたものである
が，親在の権限概念は，ィギリスの普通法における私有財産制に基礎をおく
(16) 
主従関係をその起源とする」。
権限の委譲，すなわち分権化に関してはハッチンソンは次のように主張す
る。分権化は「問題が発生する点にできるかぎり近くでの権利の行使を必
要」とし，その概念は「権限概念であって， 地理的なそれではない」。分権
化は「目標を設定し，成果を決定点の近くで測定させるので，遂行を合目的
に刺激し，動機づけることができる」。分権化に関するもっとも困難な課題
の一つは「均衡」 (balance)の問題である。それだけに「統制のゆるやかさ
（＝分権）ときびしさ（＝集権）との程度を均衡させることが分権化を成功
. (17) 
させる根本課題」であるとしている。
J. D・ムーニーは，職務の調整に組織構造＝権限ラインを開連づけるこ
とによって公式理論を拡大した。すなわちムーニーは「組織とは集中された
人間努力，換言すれば，すべてのグループ活動の成功の最高の尺度にするた
(18) 
めの本質的な努力」と概念づけたのち，あらゆる組織（ムーニーは組織の代
表として企業，政府，教会および軍隊をあげている）には通常，多くの個々
の職務の総計から成り立っている遂行されるべき集約的な職務があるため
(19) 
に，管理職能の基礎は，この目的に必要な「すべての人間努力の調整」であ
ると主張している。ムーニーは，組織の第一原理は「調整」 (co-ordination)
(14) John G. Hutchinson, Organization: Theory and Classical Concepts, 1967, 
pp. 77~8. 
(15) Ibid., p. 78. 
(16) Ibid., p. 78. 
(17) Ibid., pp. 99~101. 
(18) James D. Mooney, The Principles of Organization, 1947, p. 6. 
(19) Ibid., p. 4. 
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にあるとし，調整以外の原理は，単に調整が作用し，効果的になるのを補助
(20) 
するにすぎないとさえ断言する。
ではいったい，ムーニーのいう調整とは，どのような内容のものであろう
か。彼によれば「職務に関するすべての人びとの活動を健全に調整するに
(21) 
は，その前提として職務の健全な調整が必要である」。調整とは「共通目標
を追求するにあたって，行為の統一性 (unityof action)を与えるために集
(22) 
団努力を秩序正しく配列すること」である。調整は「あらゆる組織原理を包
(23) (24) 
含」するものであり，「総括的な組織原理」ということができる。「目標達成
(25) 
の成功は，調整された努力に依存」していて，「真の調整は， 正確な義務の
(26) 
定義を通してのみ，なしとげられる」のである。
企業規模の巨大化，業務内容の複雑多岐化にともなって個人の調整能力に
は限界があることを理解してムーニーは， 委員会による調整を強調してい
(27) 
る。委員会による調整については，その目的は「政策の調整」にあり，「ス
(28) 
クッフ機能を果たす」のである。いかなる名称で呼ばれようとも， それは
(29) 
「最高経営者に対し直接的に諮問的」である。 さらにそれは，「スクッフと
(30) (31) 
して中央権限に付随的な機能」や「計画の作成を促進」する目的をもってい
るのである。
G•A ・スミスの提案は，分権化された組織の変化は集中的かつ詳細な計
(20) Ibid.』,p.5.
(21) Ibid., p. 4. 
(22) Ibid. pp. 5, 173. 
(23) Ibid., p. 5. 
(24) Ibid., p. 6. 
(25) Ibid., p. 12. 
(26) Ibid., p. 30. 
(27) Ibid., p. 180. 
(28) Ibid., p. 180. 
(29) Ibid., p.180. 
(30) Ibid., p. 181. 
(31) Ibid., p. 182. 
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画に立脚しなければならないということである。また組織構造の詳細な計画
化が存在する前に，中央レベルでどの決定が最良になされうるか，そして地
方的なレベルで，どの決定がもっともうまく遂行されうるかなど，経営者に
よる意思決定の重要さをも説いている。
スミスによれば，権力あるいは権限は次の 4つの側面に焦点を合わせるこ
(32) 
とが組織の発展段階では重要である。
①説得する力。
③監督する力。
⑧調整する力。
④統制する力。
しかしながら，スミスは主に「分権化の決定後に何が生ずるか」を取り扱
っている。より具体的にいえば，いかなる専門的な仕事が，どの専門家に割
り当てられなければならないか， を決定する業務を重要視しているのであ
る。そして新しい組織計画を発展させ，導入する仕事として，次のような項
(33) 
目を列挙している。
①アドバイスと情報を得ること。
③限られた領域内で実験すること。
⑧組織構成員に対して変化の必要性を説明すること。
④変化に対するメンパーの感情的な抵抗に対処すること。
⑥新しい計画が試験的な性質のものであることを強調すること。
スミスの功績は，「目的による経営」， 「参加による経営」を重視したとこ
ろにあるといってよいだろう。したがって，組織階層の下部にいる人びとの
アイディアを受け容れることは，企業経営に必要なさまざまな情報を入手す
ることができるだけでなく，下部の者に変化の目的を理解せしめ，究極的に
その変化を受容せしめる結果につながっていく。
次にR・ヴィラーズであるが，彼は組織および管理原則がダイナミックな
(32) in Koch, op. cit., p. 36. 
(33) Ibid., p. 36. 
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領域，すなわちゴーイング・コンサーンの中でどのように作りあげられてい
くかなど，主として管理技法に力点をおいている。ヴィラーズに限らず，ア
メリカの経営学者たちは主として経営のノウハウや機能論的考察に終始して
いることは周知のとおりである。
ヴィラーズの本質的な目的は，ダイナミックな経営管理が意思決定（人間
関係，資金，利潤，タイミング，危険負担，今日の問題，明日の必要性，創
造的な活動の発展，組織効率などに関して）する中に含まれるあらゆる諸要
因を評価することによって，極端な手段と代替案との間の合理的な均衡をい
かに維持することができるか，を示すところにある。彼の研究は，経営者が
直面している次の2つの主要な問題の手引きとなることが期待されている。
①多くの矛盾している概念としばしば矛盾している概念との間を選択する
研究。
R健全な管理原則が管理手続きや統制を改良するように，組織に実際に採
用されうる方法を導入する研究。
経営管理者は，ヴィラーズが組織および管理概念を，それらの歴史的発展
やじゅう分理解しうるような知識に照して検討しているという事実によって
大きな手助けをうるだろう，とコッホは指摘する。
ヴィラーズはまた，機能的分権化の概念，ならぴに計画と統制の機能化の
概念も詳細に論及している。そしてこれらの概念を購買，生産計画，予算，
エンジニアリング・リサーチの計画といった多様化された活動に応用しうる
ことも示している。ヴィラーズの言葉を借りるならば，これらの概念をうま
＜適用することは，組織の目的とそのなかでの個人の必要を調和させること
(34) 
を可能ならしめるのである。
以上，活動アプローチに属する人びとの見解をみてきた。この活動アプロ
ーチーW・ G ・スコット (WilliamG. Scott,わたくしは組織論の体系化
はスコットが初めて行なったと考えている）の分類によれば古典的アプロー
(34) Raymond Villers, Dynamic Management in Industry," 1960, pp. 49~499. 
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(35) 
チに相当する一ーは，組織の本質への鋭い洞察をもっていたが，公式的組織
の解剖にのみその焦点を合わせて，組織内の人間無視という致命的な欠陥を
もっていると指摘されている。その他諸々の批判もあるが，ここではJ.G 
・マーチ (JamesG. March)とH・A・サイモン (HerbertA. Simon)が
その共著『オーガニゼーションズ』 (Org ani zati ons)の中で， この活動ア
プローチー一彼らは古典的組織理論と呼ぶーーに対して次の 5つの限界を指
(36) 
摘していることを紹介しておこう。
①理論の根底をなす動機づけの仮定が不完全であり，したがって不正確で
ある。
R組織行動 (organizationalbehavior)の限界を明らかにするうえで，重
要な組織内のコンフリクトがもつ役割をほとんど評価していない。
③人間をまるで複雑な情報処理システムのように考えて，限界をもつ人間
に課せられている諸制約がほとんど考慮されていない。
④意思決定における知識の役割に対してと同様，職務の識別と分類におけ
る知識の役割に注意が払われていない。
⑥綿密なプログラム形成の局面が重視されていない。
m 比較アプローチ
コッホによる 2番目の分類は比較アプローチである。彼はこのアプローチ
に属する人物としてアーネスト・デール (ErnestDale)を挙げ， 彼の代表
作 TheGreat Organizersをとりあげている。
デールは，組織と管理に関する一般原則を明らかにし，初期の成功した経
営者の最良の成果を発見ずるために，比較アプローチを採用している。つま
り成功している企業の比較研究から管理原則の標準 (touchstone)を求めつ
(35) William G. Scott, Organization Theory: An Overview and An Appraisal, 
The Journal of the Academy of Management: Vol. 4, No. 1, April 
1961. 
(36) James G. March and Herbert A. Simon, Organizations, 1967, p. 33. 
組織綸の発展（井上） （29)29 
っ，将来の成果を科学的に予測しうる組織の普逼的な真理を探求しようとし
たのであった。
デールによれば，組織という用語は「広い範囲にわたる非常にたくさんの
作業を，管理可能な，かつ明確に規定された諸責任に分解し，さらに仕事全
(37) 
体を調整する手段」であると定義されている。
彼は比較アプローチから収集された真理について述べるとき，「原理」
(principles)という語を用いずに，種々の組織構造における「基本的な類似
性」を見きわめることのみ追求している。異なる機構のなかに存在する類似
性を描写し，分析するに際しては，それらの間の差異もまた考慮にいれなけ
ればならないだろう。
この方法は，「異なる組織樺造の間に存在する基本的な類似性を聡識し，
叙述しようとするものである。これらの類似性を集め，分析するならば，類
似したまた比較しうる他の状況に適用できる一般的な結論を生み出すことが
(38) 
でき， 発展を予測することが可能となるだろう」。ここにこそ， デールが比
較アプローチを強調するゆえんが存在するといえよう。この比較アプローチ
の価値は，「一般的な結論の適用範囲を規定し， この結論が真実でありうる
(39) 
ような状況を確定するところ」にあり， 「研究すべき組織の基本目的による
(40) 
以外には比較法が成し遂げる成果を評価する方法はない」のである。
では「研究すべき組織（＝この場合は企業）の基本目的」は何であるの
か。わたくしの見解からすれば，当然のことであるが，長期にわたってでき
るだけ多くの利潤を獲得し，それを蓄積することこそ資本主義的企業の唯一
絶対の目的である。しかし，その説をとらず，いろいろな研究者がさまざま
(37) Ernest Dale, The Great Organizers, 1960.［岡本康雄訳「大企業を組織し
た人々 」ダイヤモンド社， 1968年， 4ペー ジ〕
(38)同上， 15ペー ジ。
(39)同上， 15ペー ジ。
(40)同上， 18ペー ジ。
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(41) 
な目的を挙げていることは周知のところであろう。
さて，このようにして比較された結果，導き出された結論は正当なもので
あり，それら結論は，形成された仮説のうえに立って，また要求された諸条
件の下で適用されなければならないとデールは主張する。
しかしながら，社会科学においては，比較するにしても，自然科学とまっ
たく同じ状況は存在しえず，また実験もできない。ただ，いままでの経験を
分析し，ある事象がいかなる条件のもとに，どのように動くかを類推しうる
にすぎない。 その意味で， ハロルド• D・クーンツ (Harold D. Koontz) 
とサイリル・ J・オドンネル (CyrilJ. O'Donnell) の批判は的を射ている
と思う。少し長いが，クーンツとオドンネルの比較アプローチ・グループー
(42) 
彼らは経験学派 (TheEmpirical School)と呼ぶー批判を引用しておこう。
「経験学派は，経験を研究することによって管理を分析するものである。
ときには，一般的原則を引き出そうとすることもあるが，通常，たんに経験
を学生に伝える手段として行なうだけにすぎない。この学派の代表的なもの
は，事例の研究，分析およびE・デールの比較アプローチによって方針に関
する管理を教えようとする派である。
この学派の方法は，いろいろな事件に含まれる成功例，失敗例を完全に研
究し，かつ具体的な問題を解決することによって，学生や実務家は類似の条
件のもとにおける効果的なテクニックの使用方法を理解し，習得できるとい
う前提に立っている。過去の使用法を分析することの重要性，いかに経営管
理が行なわれたかということを分析することの重要性についてはなんびとも
否定しないだろう。しかしながら，経営管理は，法律のように判例に基づい
た科学ではなく，企業経営では過去の条件とまった＜類似している条件とい
うものが将来発生することは，ほとんどありえない。過去において正しかっ
(41) 例えば， J.O'~haughnessy, Business Organization (2nd ed.)1968, pp,14 
~22にかけて目的設定，目的の範囲，経済的目的，社会的目的など興味ある分析
がなされいる。
(42) H. D. Koontz and Cyril J. O'Donnell, Principles of Management (3rd 
ed.), 1964, pp. 29~30. 
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た技法が，将来の類似の条件に必ず通ずるということにはならないという単
純な理由から，過去の経験およぴ過去において経営上の問題がどのようにし
て解決されたかという，単なる歴史にあまりに依存しすぎることは大いに危
険である。
経験学派は，事例や歴史を分析することによって，将来の思考や行為に有
用な指針として応用しうるある種の一般原則を引き出しうるのだとしばしば
いっている。事実， E・デールは，原則には実際的な価値がないと主張しな
がらも，多くの有名な経営者に関する研究から一般的にあてはまる標準を引
き出している」。
直接的にデールを批判しているわけではないが，比較経営史 (comparative
business history)の立場をとりつつ，アメリカ経営史研究において内外に大
きな影響力を有しているA・D・チャンドラーn世 (AlfredD. Chandler, 
Jr.)の分析法をとりあげることによって， デールの比較アプローチとどの
ように異なっているかを概観しておこう。企業の管理原則を，いわゆる管理
原則によって説明したとしても，その制度を生み出した経済的・市場的背景
との関連でそれを把握しなければ， 実践的意味をもたない。にもかかわら
ず，デールは歴史的・市場的背景にはなんら論及せず，管理機構の改革を羅
列的に事例研究し，そこから経営実践上の教訓を汲みとろうとするだけであ
り，チャンドラーの比較研究法の精緻さとは格段の差があると思うからであ
る。
チャンドラーは，その大著 Strategyand Structureの序章で， 自らの
(43) 
比較経営史学を披露する動機と方法について語っている。これも少し長い
が，要点を紹介しておこう。
一般理論の説明に用いられるものではく，逆に一般理論を導き出すための
デーク提供という視点から比較経営史研究方法をとったチャンドラーは，製
造，販売，資材購入，財務あるいは管理など，企業の活動分野はなんであろ
(43) Alfred D. Chandler, Jr., Strategy and Structre (M. I. T. Press), 1962, 
pp.1~17. 
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うと，同じ活動を異なる企業が遂行するやり方を検討することは，同一の企
業がこれらすべての活動をどのように遂行しているかという研究に劣らず，
値打ちがあるはずだという発想から出発した。それぞれの機能別活動を，多
数の異なる企業がどのように遂行してきたかを比較研究することによって，
その機能別活動の本質をより深ぐ解明できるとチャンドラーは考えたわけで
ある。 ~ 
一般に，管理者は強い圧力が加えられないかぎり，めったに日常業務と権
カの座を譲ろうとしない。したがって，新しく設けられた管理方式とその運
営方法を研究すれば， その企業の内外に生じた緊急の必要 (needs)と機会
(oppotunities)が明らかになるはずである。この見地からチャンドラーは，
アメリカ巨大企業の創成期から近年にいたるまでのその管理上の問題，とく
に管理機構の問題を，それら企業をとりまく経済条件や産業別の市場条件に
基づいて，企業がとるべき経営政策を考察している。
例えば，彼は新しい組織形態の創設について有益な分析をするためには，
①その企業の改革前の組織と，さらにはその企業の歴史全体についての正確
な知識が必要である， ③組織の改革は， 企業の発展方式と密接な関連があ
る，⑧アメリカ経済全体の変動，とくに当該企業の製品需要に影響するよう
な変化を反映している，ことを隠識していた。
さらに例えば，チャンドラーは組織革新の研究として，①何がゆえに事業
を拡大し，③何がゆえに新しい職能をとり入れ，⑧何がゆえに新しい事業分
野にのり出して行ったのか，④そしてこれらの動きが，何がゆえに新しい管
理機構を必要としたのか，などを分析している。現象面・機能面の比較・分
析だけではなく，その硯象の背景に港む歴史的・経済的基盤を重視したので
あった。同じ「比較」法をとりながらも，デールにはこのチャンドラーの経
済的・市場的諸条件を重視する姿勢がみられず，実践的意味や説得力をもた
ない最大の欠点と指摘できよう。
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w 人間閲係アプローチ
(33)33 
一般に人間関係論といえば， E・メイヨー (E. Mayo) やF・レスリス
•田）
バーガー (F.Roethlisberger) を想い浮かべる。
ところが， コッホはその観点をとらず， 人間関係論は一つの理論ではな
く，あくまでも一つの「アプローチの仕方」であるとみなし，人間関係ア
プローチの典型として「決定理論」，とくにJ・マーチと H・ サイモンの
Organationsにおけるそれをとりあげている。 スコットの分類によれば，
このアプローチは近代組織理論 (modern organization theory) に相当す
茫
コッホもスコットも名称こそ異なっているが，マーチとサイモンの組織論
に基づく行動科学における開拓的な業績，つまり行動科学から組織理論を求
める姿勢を高く評価している。しかし， W• C・フレデリック (WilliamC. 
Frederick)は， 決定理論と行動科学とは異なった学派であるとして両者を
(46) 
峻別している。
それはさておき，コッホは，サイモンが意思決定を，もっと正確には，意
思決定がなされる点を「組織構造の現実の統制点を表すもの」と考えている
(47) 
とみている。従来の伝統的な文献では意思決定や決定過程に関しては，ほとん
ど論及されなかったし，意思決定の起源が問題にされたこともなかった。意思
決定はいっ，いかなる場合でもトップから由来し，そして指揮の鎖を通して
部下に浸透していくものと考えられていたのである。しかし，マーチとサイ
モンは，意思決定過程は従来考えられていたよりもはるかに複雑であり，は
(44) 例えば， J.G. Hutchinson, op. cit., Sherman Krupp, Pattern in Organi-
zation Analysis, 1966,などの分類を参照されたい。
(45). Scott, op. cit., p. 161. 
(46) W. C. Frederick, The Next-Development in Management Science, 
The Journal of the Academy of Man~geme叫 Vol.6, No. 3, September 
1963. 
(47) Koch, op. cit., p.43. 
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るかに多くのことを内包していることを見抜き，組織および統制に関する伝
統的思考から断絶し，新たに決定理論を強調した。簡単にいえば意思決定の
プロセスを科学化し，マネジメントの研究にコンピュークーを導入したので
ある。意思決定なる用語がマネジメントの主要な課題として注目を浴びるよ
うになったのは，サイモンらの影署力によるといっても過言ではない。ただ
わたくしは，人間には能力その他で限度があるので目標を設定。探求し，代
替案を選択する過程でコンピュークーを利用することは首肯しえても，人間
行動の方向づけの意思決定を数学化し，それをコンピューターで計測するこ
とに大いなる疑問を抱かざるをえない。人間の心理までも機械によってはか
ることは不可能であると考えるからだ。
ところで，コッホの指摘をまつまでもなく，マーチとサイモンは，意思決
定過程を狭い機械的な概念とは考えずに， メイヨーらによるホーソン実験か
らの成果をじゅう分に吸収しつつ，組織問題をその全体的な，社会的な，さ
らに心理学的な環境の中で把えている。とはいえ，人間閲係論者と異なって
マーチとサイモンは， 「組織構造と職能の特徴は， 人間問題解決過程と合理
(48) 
的な人間選択の特徴から派生する」という基本的な仮定に基づいて，自分た
ちの理論を構築したのであった。より具体的にいえば，彼らは重点を組織の
構成員としての個人に置き，その値人は欲望・動機をもっているが，個人の
知識や問題解決能力には一定のこえがたい限界がある。それゆえに組織は選
択をなし，周囲の環境と必然性を理解し，かつ行動する個人を広く求めなけ
ればならないと主張しているわけである。
他方，スコットによるとこのマーチとサイモンの理論の特徴は，「概念的
な分析的基盤であり，その経験的調査資料への依拠であり，とりわけその統
(49) 
合的な性格」である。組織を研究する唯一の重要な方法は「体系」 (system)
として組織を研究することであり，体系の考察は「分析方法」に依拠すべきで
あって，体系分析は組織を「相互従属変数」(mutuallydependent ・variables) 
(48) Koch, op. cit., p. 43. 
(49) Scott, op. cit., p.161. 
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として取り扱うことである。このマーチとサイモンの理論は，従来他のアプロ
ーチをとる研究者たちによって考察されなかった相互開係問題を究明してい
る点に，ヌコットは高い評価を与えているといえよう。スコットは，これら相
(50) 
互関係問題を考察するに際してのキーボイントを次のように要約している。
①休系の戦略的部分はどこにあるのか。
③その戦略的部分の相互依存性の本質は何であるのか。
⑧その部分を連結させ，相互にそれらの調整を促進する体系の主な過程は
何であるのか。
④休系によって求められる目標は何か。
この理論は，いまだけっして統一的な思考休ではない。論者は各自特有の
重点をもっているが，「組織を全休においてみる」ことに開しては， 各論者
間に共通性が見出される。スコットは休系には種々あり，それぞれは相互に
(51) 
依存し合っているとの前提に立って，次のような説明を加えている。
①休系の最初の基本的部分は「個人」であり，個人が組織にもたらす「個
人構造」である。
⑨休系の 2番目は，通常，「公式組織」と呼ばれているものである。
③組織体系の 3番目の部分は「非公式組織」である。
非公式組織そのものについてはメイヨーらによって明らかにされたが，個
人と非公式組織との間に相互作用が存在することが吟味されなければならな
い。非公式組織は，予期された行動パクーンの見地からそのメンバーに対し
て一定の欲求・期待をもち，個人は仕事に関して人びとと結ぴつくことから
満足を引き出したいとの期待をもつ。これらの期待は相互に作用するのであ
る。したがって，集団の欲求と個人の欲求は常に調和するように，微調整な
いし軌道修正される必要がある。このことは，公式組織および非公式組織双
方によって生れた役割欲求と個人に特有な役割を隠識することから生ずるだ
ろう。
(50) Ibid., p.161. 
(51) Ibid., p. 162. 
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④体系分析の第4番目は，仕事が遂行される「物理的躁境」である。
従来の伝統的あるいは古典的な理論では， 主として「いかに」 (how)な
されるかに焦点が合わされていて「何が」 (what)なされるべきかに関し
て，意思決定の端緒となる選択には余り注意が向けられていなかった。とこ
ろが，マーチとサイモンのモデルにおいては，意思決定は必然的に合理的で
あるとは限らないとはいえ， 多くの前提 (premise)がいくつかの明確な決
定のなかに包含されており，しかも単一の役割の規定の中に組み込まれてい
るのである。決定は前提から引き出された結論であり，「決定が次の決定の
(52) 
ための前提となるように変更されたとき，権限が行使される」という中心命
題がある。
意思決定過程において，真に重要な要因は「情報の有用性」であり，情報
を取り扱うのに有効な「計算能力」である。したがって，組織行動を分析す
るために選択し，問題を解決し，そして意思決定をすることができる人間有
機体 (organism) が用いられるのである。 とはいうものの， この人間有機
体は無限の力を所有しているわけではない。
ではいったい，より一般的な組織モデルが情報ならびにその情報を用いる
個人の能力から派生する決定前提のうえに，いかに立脚するのであろうか。
マーチとサイモンは，この組織アプローチに対する鍵は，決定センクーおよ
び次のような方法の伝達経路を識別することのなかに存在すると結論づけ
茫
①コミュニケーションは公式計画によるか，あるいは非公式計画の漸次的
な発展によるかのどちらかによって明確な経路を通る。
③情報と刺激は瀕泉から決定点に移行する。教示は決定点から行動点に，
成果の情報は決定および統制点から移動する。
③合理的な組織決定は，伝達の重荷を縮小するように，これらの経路の調
整を要求する。いったんこの経路が確立されたならば，そのパターンは
(52) Koch, op. cit., p. 44. 
(53) in Koch, op. ci., pp. 44~6. 
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意思決定過程の上に重大な影善を及ぽすだろう。
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マーチとサイモンは，元ニュージャージー・ベル電話会社の社長であった
チェスター• I・バーナード (ChesterI. Barnard)の理論的衣鉢を受け継
ぎ，それを拡大している。バーナードは，組織行動において，個人の動機に
対するさまざまな影器様式を研究し，その結果，これらは 2つの決定の見地
から検討すべきであるとの結論に達した。すなわち 1つは「組織に参加する
決定」であり，他の 1つは「生産する決定」である。この管理思考学派の要
点をかいつまんでいえば，人々は組織の目標の達成に貢献する努力の程度に
おいて異なるということであろう。組織の構成員は一定時点では，種々の程
度の努力をなすのである。プラスの誘因がマイナスの誘因より大きければ大
きいほど，個人は組織に貢献をなす。
組織は何らかの方法で個人の協力ないし貢献する意欲 (willingness)を確
保しなければならない。この場合，金銭的な報酬は最良の方策とはみなされ
ない。
バーナードは，マネジメントを検討するうえで重要な論題となった非公式
組織，社会的地位，コミュニケーションの概念を紹介したのち，経営者によ
ってとられる効果的な権限の程度は，•それを受け容れる部下の意欲によって
測られると主張して，部下が上司の支配力を受容する権限受容説の立場を明
らかにした。この意味は，権限は上に向って委譲される，あるいは受令者が
権限を受諾すれば，そのときこそコミュニケーションが円滑化されるという
ことである。
以上，コッホの分類にしたがって組織に対する 3つのアプローチを概観し
てきた。いま一度整理しておこう。
活動アプローチ，すなわち伝統的あるいは公式理論は権限を管理に対する
鍵として取り扱い，そして権限委譲の下方に向っての道を考察する。
比較アプローチは成功している企業を比較研究することによって，異なる
組織構造の間に存在する基本的な類似性を認識しようとするものである。
人間関係アプローチ，すなわち一般にいわれる組織の行動科学理論は，権
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限の通路は上向きであると主張する。
社会科学，とりわけ経営学のような企業内外の，しかも多面的な要素に左
右される学問領域においては，自然科学のように一定のアプローチが「絶対
正しい」と断言することはできず，．各々からその成果を批判的に摂取しなけ
ればならない。組織や統制に関して，日々刻々動いている経営環境にあって
は経営者が一般的な伝統に固執することは重要なことではないばかりか，か
えって企業を危機におとし入れる危険性がある。また，行動科学の論理的な
実証主義を達成することも重要ではない。肝要なことは，変化に相応する組
織の成長の問題に取り組み，それを解決することであろう。
コッホは，論文を締めくくるにあたって，今日の経営者が直面している困
(54) 
難な課題を 3つ提起している。
①組織における人間関係の問題。
③経営者の意思決定の問題。
⑧権限の委譲の問題。
この 3つの課題は，近年，経営実務家や学者などによって大きな注目を浴
びているし，一定の成果もみられる。とはいえ，コッホは最後の「権限の委
譲の問題」がもっとも困難であると予測している。
組織論の発展を，コッホの所論にのっとってみてきたが，われわれは資本
主義的生産関係の側面や，その理論が構築された歴史的基盤を追及すること
を忘れてはならない。本来的に「所有するもの」と「所有せざるもの」との
階級的対立に基礎をおいて経営されている資本主義的企業にあっては，組織
の問題を「所有」対「非所有」の関係，いわゆる生産関係の側面を捨象して
論じてみても，不毛の機能論，ハウツゥ論に陥るだけであろう。
(1980.2.20) 
(54) Koch, op. cit., p. 46. 
